
 

 

令和 2 年度鳥取県環境影響評価審査会(第 1 回)次第 

 

日時：令和 2 年 7 月 20 日（月） 午後 1 時から 4 時まで 

場所：とりぎん文化会館 第 3 会議室(鳥取市尚徳町 101-5) 

 

 

 

1 開会 

 

2 議題 

(1)環境影響評価制度の概要について 

(2)（仮称）北条砂丘風力発電所更新計画について 

ア 事業の概要 

イ 事業実施想定区域と周囲の概況 

ウ 計画段階配慮事項に関する調査、予測及び評価の結果 

 

3 その他 

 

4 閉会 

 

  

 【資料】 

資料1 環境影響評価制度について 

資料2 電力アセスの手続フロー 

資料3 配慮書手続について 

資料4 鳥取県環境影響評価条例の改正について 

資料5 北条砂丘風力発電所更新事業計画配慮書について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本件に関するお問い合わせ） 

環境立県推進課 環境イニシアティブ担当 星見、丁田 

電 話 ： 0857-26-7678 

ファクシミリ : 0857-26-8194 

E - m a i l : kankyourikken＠pref.tottori.lg.jp 
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環境影響評価制度について 

環境立県推進課 

令和 2 年 7 月日 

 

1.環境影響評価とは 

「環境影響評価」とは、規模が大きく環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業について、

あらかじめ事業者自ら調査・予測・評価を行い、住民、地方公共団体等に公表し、広く意見を求

め、それらを踏まえ環境の保全の観点からより良い事業計画を作り上げていくための制度です。 

 

2.環境影響評価の手続 

事業者は環境影響評価法（以下「法」）及び鳥取県環境影響評価条例（以下「条例」）に該当

する対象事業を行う際は、次の文書を段階的に知事等に提出し、また住民等に広く意見を聞くこ

ととなっています。 

知事はいずれの段階でも鳥取県環境影響審査会の意見を聞いた上で、意見を述べます。 

※法対象事業の場合は評価書に対して知事意見を述べる手続はありません。 

 

呼称 文書の記載内容 

配慮書 

（1段階） 

事業の位置・規模等の検討段階に、環境保全のために配慮すべき事項を

検討し、その結果を記載した文書 

方法書 

（2段階） 

事業に伴う環境影響の調査・予測・評価の方法等を示した文書 

準備書 

(3段階) 

方法書に基づき実施した調査・予測・評価の結果及び環境保全措置・事後

調査の検討結果等を示した文書 

評価書 

（4段階） 

準備書に対する知事意見等を踏まえ、必要に応じて準備書にさらに検討を

加え、内容を修正した文書 

・法及び条例で定める対象事業でその規模に該当する事業は、本手続きをする必要がある。 

・事業者は本手続き後に事業着手。 

・着手後も項目によっては環境保全措置や事後調査を行い、必要に応じて環境保全措置の追

加・変更を検討・実施する。 

 

 

3.対象となる事業 

【法】 

一定規模以上の道路、ダム、鉄道、飛行場、発電所など 13 事業種 

【条例】 

法の対象となる事業に加え、一定規模以上の廃棄物処理施設（焼却場、し尿処理場）、工場の

新増築、ゴルフ場・スキー場など 

 

資料１ 
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鳥取県環境影響評価条例の手続の流れ　【平成25年4月施行】

【
配
慮
書

】

【配慮書】

事業の位置・規模
等の検討段階に
おいて、環境保全
のために配慮す
べき事項の検討
結果（複数案検討
が基本）をまとめ
たもの。

配慮書（要約書）の作成

公告・縦覧（電子）
意見書

意見書の概要
事業者の見解

審査会

意見書

対象事業に係る計画策定

【
方
法
書

】

【方法書】

環境影響評価（調
査、予測、評価）
を行う方法をまと
めたもの。

方法書（要約書）の作成

公告・縦覧（電子）
説明会の開催

意見書
意見書の概要

審査会

意見書

調査･予測･評価の実施

【
準
備
書

】

【準備書】

環境影響評価の
結果及び保全対
策などをまとめた
もの。

準備書（要約書）の作成

公告・縦覧（電子）
説明会の開催

意見書
意見書の概要
事業者の見解

審査会

意見書

公告・縦覧（電子）

【
評
価
書

】

【評価書】

準備書に対する
意見を踏まえて、
必要に応じてその
内容を修正したも
の。

評価書（要約書）の作成

(審査会)

意見書

評価書の補正

公告・縦覧（電子）

配慮要請

(審査会)

(環境保全措置要求)

許認可等

【
事
後
調
査

】

工事着手の届出

事後調査計画書

工事の着手
事後調査

工事完了の届出

事後調査報告書

事業者 知事 市町村長 県民等

確認

許認可権者等

参考資料
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発電所に係る環境影響評価の手続きフロー図
１．第１種事業

住民 事 業 者 経済産業省 環境省 地方自治体

｛環境影響評価配慮書｝ 配慮書の送付
審査期間90日程度 配慮書の作成 都道府県知事 配

配慮書の届出
配慮書への意見 照会 意見
(環境審査顧問会助言) 慮

公告・縦覧 （縦覧期間３０日程度） 関係市町村長
照会

住民意見の提出 意見 環境省 （配慮書届出後 書
意見 知事意見 ６０日程度）

｛環境影響評価方法書｝ 方法書の送付
審査期間180日以内 方法書の作成 都道府県知事

方法書の届出 方
方法書の審査 照会 意見
知事意見、住民意見

公告・縦覧 （縦覧期間１ヶ月） 等を踏まえ審査 関係市町村長
(環境審査顧問会助言) 知事意見

（意見概要届出後 法
説明会の開催 ９０日以内）

住民意見の提出
（縦覧後２週間）

意見の概要 (事業者見解添付)

住民意見の 書
とりまとめ 勧告（知事意見添付）

現
環境影響に係る

・調査 地

・予測
調

・評価 の実施

査

｛環境影響評価準備書｝ 準備書の送付
審査期間270日以内 準備書の作成 都道府県知事

準備書の届出
準備書の審査 照会 意見 準
知事意見、住民意見

公告・縦覧 （縦覧期間１ヶ月） 等を踏まえ審査 知事意見 関係市町村長
(環境審査顧問会助言) (１２０日以内)

照会
説明会の開催 環境省 備

住民意見の提出 意見
（縦覧後２週間）

意見の概要
住民意見の （事業者見解添付）

とりまとめ 書
勧 告（知事意見添付）

｛環境影響評価書｝

審査期間30日以内 評価書の作成 評価書の届出 評
評価書の審査 送付 価

確定通知(変更命令) 環境省 書

評価書の確定 評価書の送付 都道府県知事

関係市町村長
住民への周知 公告・縦覧 （縦覧期間１ヶ月）

認可申請・届出
工事計画の認 工事計画の審査
可申請・届出 認可・変更命令 （評価書の遵守等）

事業の実施

報告書の作成・公表
- 5 -
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計画段階環境配慮書について 

（環境アセスメント技術ガイド（環境省）よりポイント抜粋） 

 

1.計画段階環境配慮書（「配慮書」）について 

・配慮書手続は、事業実施による重大な環境影響の回避・低減を図るために、位置・規模また

は配置・構造に関して複数案から１案に絞り込むプロセスの一つとして環境面の検討を行うも

の。 

・事業計画の熟度が低い段階では、事業の諸元が決まっていないため、定量的予測が困難な

場合がある点に留意が必要。 

・一方で、例えば事業の位置を検討する段階での動植物・生態系への重大な影響回避など、

事業計画の早期段階で環境への配慮を検討する事の意義は大きい。 

 

 

2.調査方法等について 

・調査は、原則として国、地方公共団体等が有する既存資料等により収集し、結果を整理・分

析する事により行う。 

・重大な環境影響を把握する上で必要と認められるときは、専門家等からの知見を収集する。 

（専門家等からの助言を受けた場合は、助言の内容、専門家等の専門分野、所属機関の属性等を明らか

にするよう努める） 

・なお情報が得られないときは、現地調査・踏査その他の方法により情報を収集する。 

 

 

3.予測の取扱い等について 

・予測は、科学的知見の蓄積、既存資料の充実の程度、事業計画の熟度等に応じ、可能な限

り定量的に行うことに努め、困難な場合は定性的に行う。 

・配慮書手続での予測には不確実性が一定程度存在する可能性があるため、不確実性を生じ

させる要因と不確実性の程度を整理することが望ましい。 

（計画の不確実性/調査結果の不確実性/予測手法の不確実性/環境要素に関する科学的知見の不足等） 

 

 

4.評価について 

・評価は調査及び予測の結果を踏まえ、複数案における重大な環境影響の比較整理により行

うことを基本とする。 

・国または地方公共団体によって、環境要素に関する環境の保全の観点からの基準または目

標が示されている場合は、これらと整合が図られているか否かについても可能な限り検討す

るものとする。 

 

資料 3 
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大規模な太陽光発電所に係る鳥取県環境影響評価条例施行規則の改正について 

 

令和 2 年 7 月 20 日 

                                         環境立県推進課 

 

○昨年度、環境影響評価法の施行令の改正(令和元年 7 月 5 日公布、令和 2 年 4 月 1 日施行)が行われ、

対象事業として、太陽光発電所が追加されました。 

○これに先立ち、鳥取県環境影響評価条例についても太陽光発電を対象事業とする改正を行い(令和元年

7 月 4 日公布、同年 10 月 1 日施行)、その規模要件を定める規則の改正を行いました(令和元年 8 月

9 日公布、同年 10 月 1 日施行)。 

 

１ 条例アセス対象となる太陽光発電所の規模要件の設定 

 

一般地域 敷地面積 20ha 以上 

特別地域 敷地面積 10ha 以上 

 

<指標> 

○太陽光発電所の設置等に伴う環境影響は、発電出力より土地造成等の面的開発に係る側面に大きく左

右されると考えられるため、太陽光発電所の敷地面積(ha)を指標とした。 

<規模> 

○県内の大規模な太陽光発電所の状況及び先進県の例を勘案し、敷地面積 20ha 以上を水準とした。  

（先進県と比較して最も厳しい水準。法対象事業の規模要件は 4 万 kW（100ha 相当）以上。） 

○特別地域における規模要件は、一般地域の 1/2（敷地面積 10ha)とした。 

 

2 特別地域の設定 

対象事業の種類ごとに規則で定める特別地域として、ハマナス自生南限地帯（全事業共通）及び森林区域

（森林法第 2 条第 1 項で規定される森林）を設定した。 

 

3 その他関係規定の設定 

条例においては、方法書の提出から工事着手までの間に事業規模等を修正・変更しようとする場合には、規

則で定める軽微なもの等を除いてアセス手続きの再実施が義務付けられている。再実施を要しない軽微な修

正・変更の要件を設定した。 

 

（軽微な修正・変更の要件） 

対象事業実施区域の面積（敷地面積）が 10%以上かつ 5ha 以上増加しないこと 

 

 

資料 4 
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法及び条例における対象事業と規模要件一覧（概要／令和元年１０月１日施行（※は令和２年４月１日施行））  
 

事業の種類 
環境影響評価法 鳥取県環境影響評価条例 

第一種事業 第二種事業 一般地域 特別地域 

道 路 高速道路 

首都高速道路等 

一般国道 

国道以外の道路  

大規模林道 

すべて 

４車線以上のもの 

４車線、10km 以上 

－ 

幅 6.5m、20km 以上 

－ 

－ 

7.5km 以上 10km 未満 

－ 

幅 6.5m、15km 以上 20km 未満 

－ 

－ 

 

４車線、10km 以上 

 

－ 

－ 

４車線、7.5ｋm 以上 

又は２車線、15km 以上 

(農林道も含む) 

河 川 ダム、堰 

湖沼水位調節施設 

放水路 

湛水面積 100ha 以上 

改変面積 100ha 以上 

改変面積 100ha 以上 

75ha 以上 100ha 未満 

75ha 以上 100ha 未満 

75ha 以上 100ha 未満 

湛水面積 100ha 以上 

改変面積 100ha 以上 

改変面積 100ha 以上 

湛水面積 75ha 以上 

改変面積 75ha 以上 

改変面積 75ha 以上 

鉄 道 新幹線 

在来線 

すべて 

10km 以上 

－ 

7.5km 以上 10km 未満 

－ 

10km 以上 

－ 

7.5km 以上 

飛行場 

(滑走路) 

新設 

延長 

2500m 以上 

 500m 以上 

1875m 以上 2500m 未満 

375m 以上 500m 未満 

2500m 以上 

500m 以上 

1875m 以上 

 375m 以上 

発電所 水力 

火力 

地熱 

原子力 

風力 

太陽光 

出力  3 万 kW 以上 

出力 15 万 kW 以上 

出力  1 万 kW 以上 

すべて 

出力 1 万 kW 以上 

出力 4 万 kW 以上※ 

2.25 万 kW 以上 3 万 kW 未満 

11.25 万 kW 以上 15 万 kW 未満 

7500kW 以上 1 万 kW 未満 

－ 

7500kw 以上 1 万 kW 未満 

3 万 kW 以上※ 

出力  3 万 kW 以上 

出力 15 万 kW 以上 

出力  1 万 kW 以上 

－ 

出力  1500kW 以上 

敷地面積 20ha 以上 

2.25 万 kW 以上 

11.25 万 kW 以上 

7500kW 以上 

－ 

1500kW 以上 

敷地面積 10ha 以上 

廃棄物最終処分場 埋立面積 30ha 以上 25ｈａ以上 30ｈａ未満 埋立面積 25ｈａ以上 埋立面積 18ｈａ以上 

公有水面埋立及び干拓 50ｈａ超 40ｈａ以上 50ｈａ以下 50ｈａ超 40ｈａ以上 

土地区画整理事業    100ｈａ以上 75ｈａ以上 100ｈａ未満 75ｈａ以上 50ｈａ以上 

新住宅市街地開発事業 100ｈａ以上 75ｈａ以上 100ｈａ未満 － － 

工業団地造成事業    100ｈａ以上 75ｈａ以上 100ｈａ未満 75ｈａ以上 50ｈａ以上 

新都市基盤整備事業 100ｈａ以上 75ｈａ以上 100ｈａ未満 － － 

流通業務団地造成事業  100ｈａ以上 75ｈａ以上 100ｈａ未満 75ｈａ以上 50ｈａ以上 

宅地の造成事業     100ｈａ以上 75ｈａ以上 100ｈａ未満 75ｈａ以上 50ｈａ以上 

港湾計画 埋立等区域 300ｈａ以上 － － － 

廃棄物処理施設 
ごみの焼却   100t /日以上 75t /日以上 

し尿処理   100kl/日以上 75kl/日以上 

工場の新築、増築 
排水 

排ガス 

  1 万 m3 /日以上 7500m3/日以上 

  4 万 Nm3/時以上 3 万 Nm3/時以上 

ゴルフ場又はスキー場   50ｈａ以上 37.5ｈａ以上 

レジャー施設(ゴルフ場、スキー場を除く)   75ｈａ以上（土地改変区域に限る）  50ｈａ以上（土地改変区域に限る） 

岩石等採取事業   50ｈａ以上 37.5ｈａ以上 

大規模畜産団地造成事業(草地造成を含む)   75ｈａ以上  50ｈａ以上 

複合開発事業   明文化 明文化 
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条例における特別地域の設定状況（概要／令和元年１０月１日施行） 
 

事業の種類 すべての事業に共通の地域 事業の種類によって対象とする地域（規則による規定） 

・道路（４車線以上の新設・４車線以上の改築） 

・鉄道及び軌道 

・飛行場 

 

(条例による規定) 

・自然公園法の規定により指定

された国立公園又は国定公園 

 

・鳥取県立自然公園条例の規定

により指定された特別地域 

 

・鳥取県自然環境保全条例の規

定により指定された県自然環

境保全地域 

 

・鳥獣の保護及び管理並びに狩

猟の適正化に関する法律の規

定により指定された特別保護

地区 

 

(規則による規定) 

・ハマナス自生南限地帯 

○・小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、

盲学校、聾学校、養護学校、幼稚園 

 ・保育所、幼保連携型認定こども園 

 ・病院及び患者の収容施設を有する診療所 

 ・上記施設の周囲１ｋｍの区域 

○ 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地

域、第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層

住居専用地域 

・ダム、堰、湖沼水位調節施設及び放水路 

・公有水面の埋立て及び干拓 

・土地区画整理事業 

・流通業務団地造成事業 

・工業用地、住宅用地その他の宅地の造成 

○ 中海湖沼水質保全指定地域等 

○  湖山池水質管理計画の対象地域 

○  東郷池水質管理計画の対象地域  

・発電所（水力・火力・地熱） 

・廃棄物焼却施設、し尿処理施設、廃棄物最終処分場 

・畜産団地造成事業 

・ゴルフ場又はスキー場、その他の運動・レジャー施設 

・工場等の設置 

○ 中海湖沼水質保全指定地域等 

○  湖山池水質管理計画の対象地域 

○  東郷池水質管理計画の対象地域 

○ 特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の

保全に関する特別措置法に規定する指定水域及び

指定地域 

・発電所（太陽光） ○ 森林法第 2 条第 1 項に規定する森林 

・道路（４車線以上の新設・４車線以上の改築を除く） 

・発電所（風力） 

・岩石等採取事業 

○ なし 

・条例別表第６号から第１３号までに掲げる２以上の事業

の種類を併せて行う事業 

○ 併せて行う事業の種類に応じ、それぞれの事業の対

象とする地域 
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鳥取県環境影響評価条例（平成 10 年鳥取県条例第 24 号）（審査会規定抜粋） 

 

第12章 鳥取県環境影響評価審査会 

(設置) 

第40条 この条例の規定によりその権限に属する事項を調査審議させるため、鳥取県環境影響評価審査会(以

下「審査会」という。)を設置する。 

 

(組織) 

第41条 審査会は、委員15名以内で組織する。 

2 委員は、学識経験を有する者のうちから、知事が任命する。 

 

(任期) 

第42条 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

 

(特別委員) 

第43条 審査会に、特別の事項を調査審議させるため、必要に応じ特別委員を置くことができる。 

2 特別委員は、学識経験を有する者のうちから、知事が任命する。 

3 特別委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとする。 

 

(会長及び副会長) 

第44条 審査会に、会長及び副会長それぞれ1人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

2 会長は、会務を総理する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 

(会議) 

第45条 審査会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2 審査会は、委員及び議事に関係のある特別委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

3 会議の議事は、出席した委員及び議事に関係のある特別委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

 

(部会) 

第46条 審査会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

2 部会に属すべき委員及び特別委員は、会長が指名する。 

3 前2条の規定は、部会の運営について準用する。 

 

(庶務) 

第47条 審査会の庶務は、生活環境部において処理する。 

 

(運営に関する細則) 

第48条 この条例に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、審査会が定める。 
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鳥取県環境影響評価審査会公開規程   

 
平成１２年９月１２日 
鳥取県環境影響評価審査会 

 （趣旨） 
第１条 この規程は、鳥取県環境影響評価条例第４８条の規定に基づき、鳥取県環境影響評価審査

会（以下、「審査会」という）の公開に関し、必要な事項を定めるものとする。 
 
（会議の公開） 
第２条 審査会は、原則公開とする。ただし、次に掲げる場合で公開により調査審議に支障が生じ

ると審査会が認めるときは、非公開とする。その際、会議の冒頭に会長が委員に諮って、公開又

は非公開の決定をするものとする。 
 ① 希少な動植物に係るもの、企業秘密にかかるものなど鳥取県情報公開条例（平成１２年鳥取

県条例第２号）第９条第２項各号に掲げる情報が含まれる事項について、調査審議を行う場

合。 
 ② 会議を公開することにより、当該会議の公正又は円滑な運営に著しい支障が生じると認めら

れる場合。 
 
（公開の方法） 
第３条 審査会は、前条の非公開の決定をした場合を除き、傍聴希望者に会議の傍聴を認めること

とする。 
２ 傍聴の定員は５人以上とし、会場の収容人員に応じて適宜増員するものとする。 
 
（傍聴の手続） 
第４条 傍聴は、先着順に定員に達するまで認めることとする。ただし、定員を超えて傍聴希望者

がある場合で、傍聴希望者が資料又は傍聴席がないことを了解した場合、可能な範囲で、できる

だけ傍聴を認めることとする。 
２ 傍聴希望者が非常に多数であり、先着順による対応が困難であることが予想される場合、前項

によらず抽選により傍聴者を決めることができる。 
３ 傍聴の受付は、原則として、会議開催当日に会場で会議開催の１０分前から行うこととする。 
 
（傍聴要領） 
第５条 傍聴要領は、別紙１のとおりとする。 
 
（会議開催案内） 
第６条 会議の開催を周知するための会議開催案内は、別紙２のとおりとする。 
 
（雑則） 
第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、会長が定める。 
 
  附則 
 この規程は、平成１２年９月１２日から適用する。 
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別紙１ 
傍 聴 要 領 

 
 
 鳥取県環境影響評価審査会 
 
 
１ 傍聴する場合の手続 
 
（１）会議の傍聴を希望される方は、会議の開会予定時刻までに、受付を行ってください。 
（２）傍聴の受付は、先着順で行い、定員になり次第、受付を終了します。 
（３）会議を傍聴される方は、事務局の指示に従って会議の会場に入室してください。 
 
 
２ 会議の秩序の維持 
 
（１）傍聴者は、会議を傍聴するにあたっては、事務局の指示に従ってください。 
（２）傍聴者が会議を傍聴する場合に守っていただく事項に違反したときは、注意し、なおこれに

従わないときは、退場していただく場合があります。 
 
 
３ 会議を傍聴する場合に守っていただく事項 
 
 傍聴者は、会議を傍聴する際は、次の事項を守ってください。 
（１）会議開催中は、静粛に傍聴し、発言しないことはもとより、拍手その他の方法により、可否

を表明したりしないでください。 
（２）騒ぎ立てる等、議事を妨害しないでください。 
（３）会場において、飲食又は喫煙をしないでください。 
（４）会場において、写真撮影、録画、録音等をしないでください。ただし、審査会の会長の許可

を得た場合はこの限りではありません。 
（５）その他会場の秩序を乱し、会議の支障となる行為をしないでください。 
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